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研究成果の概要： 
 少子高齢化及び商業施設の郊外立地等に伴い多くの地方都市が直面している中心市街地荒廃
の問題を解決することを目指し、既存の建物を活用することで、中心市街地を再生させる方法
を提示した。具体的には、海外の先進的な事例を分析した上で、日本の現状を把握し、既存建
物の活用による地方都市の再生の可能性を示した。また、既存建物の活用方法のモデルとして
設計及び技術開発を行った。 
 
交付額 

                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

2006年度 4,000,000 1,200,000 5,200,000 

2007年度 3,200,000 960,000 4,160,000 

2008年度 4,300,000 1,290,000 5,590,000 

年度    

  年度    

総 計 11,500,000 3,450,000 14,950,000 
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１．研究開始当初の背景 
 昨今の日本では、少子高齢化及び商業施設
の郊外立地等に伴い多くの地方都市が中心
市街地荒廃の問題に直面しており、余剰化し
た建築ストックの活用手法が課題のひとつ
となっている。 
 
２．研究の目的 
 少子高齢化及び商業施設の郊外立地等に
伴い多くの地方都市が直面している中心市
街地荒廃の問題を解決することを目指す。 
 具体的には、20世紀型の都市構成要素とし
ての建築ストックの病巣部分・虚弱部分を切

除し優れたものに入れ替えることで、元来医
療施設や勤務地に近いという利点を持つ中
心市街地を、高齢者世帯と共働き子育て世帯
が世代ミックスしながら豊かに生活できる
都市居住環境として再生させる方法を実践
可能な形で提示する。 
 
３．研究の方法 
(1) ストック利用型の地方都市中心地区再
生の海外先進事例に関する分析を行った。 
①ストックの高度利用が進んでいる EU諸国
を対象として、統計データより建設投資構造
の変化を把握した。 
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②ストックの高度利用が政策により推進さ
れている４カ国（フランス、ドイツ、デンマ
ーク、スウェーデン）を対象とし、1970年代
半ば以降の、建築ストック再生を促す関連す
る政策・制度に関する情報を収集・整理をし
た。さらに、上記のEU４カ国において調査し
た建築及び地域再生に関する事例について
データ集としてまとめた。 
③ストックの高度利用が政策により推進さ
れているアメリカについて、「コンバージョ
ン」と「住宅に関する維持管理制度」に着目
し、関連する政策・制度に関する情報を EU
の４カ国と同様の方法で調査をし、データ集
としてまとめた。 
④海外先進事例に関する分析結果をもとに、
都市問題とそれを解決に導く政策手法との
関係を示した「要素政策カード」をまとめた。 
 
(2) コンバージョンの可能性を経済合理性
から判定できる手法の開発を目的とした基
礎的な研究を行った。 
①全国の自治体におけるコンバージョン関
連政策を収集、整理した。 
②地方都市の中心地区における建築ストッ
クを主な対象とし、市場環境に関するデータ
収集をすべく、全国の自治体に対するアンケ
ート調査を行った。 
③地方自治体が主体的に行ったコンバージ
ョン事業のケーススタディを行った。 
 
(3) 新たな空間価値を創出する既存建物改
造用インフィル技術の開発を行った。具体的
には、主として共働き子育て世帯の居住を前
提とした空きビルコンバージョンの全体計
画を作成した。 
 
４．研究成果 
(1)ストック型社会の建設市場と政策・制度
(1) 
 ―EU諸国に関する分析― 
① EUにおける建設投資構造の変化 
 統計データを用いて、日本と EU域内先進
諸国の建設投資の変化を把握した。 
 建設投資額に占める維持補修額の割合は、
2005年より過去23年間に全ての国で増加し
ている（図1）。その変化の度合いは日本に比
べEU域内先進国の方が大きい。 
  
維持補修額の増加傾向は土木分野よりも建
築分野において顕著に表れている。建築分野
の中でも、住宅においては変化が鈍いのに対
して、非住宅においてはEU域内の多くの国
で大幅に維持補修額の占める割合が増加し
ていることが明らかになった。また、日本で
は非住宅の変化の度合いが最も大きいが、全
体的にはEUの水準には未だ及ばないことが
わかった。 

 
図1：建設投資総額に占める維持補修額の割
合の推移（EU-12ヶ国+日本） 
 
② EU4カ国における政策・制度 
ストックの高度利用が政策により推進され
ている４カ国（フランス、ドイツ、デンマー
ク、スウェーデンにおける「住宅地再生」と
「コンバージョン」に関する政策手法につい
て、文献調査と現地の事例調査、行政の担当
者や民間の事業者などの関係者に対するヒ
アリング調査を行った。分析の結果以下のよ
うな知見を得た。 
z フランス 
住宅再生関連の政策・制度 
フランスにおける住宅再生活動を支援する
ための補助制度は、それぞれ社会住宅PLULOS、
民間住宅はANAHと分けられ、住民の所得・
改修工事内容・地域等によって支援率が細か
く定められている。同様に、中古住宅の取
得・改善に対する支援も制度化されている。
また、これらの支援制度において、高齢者・
障害者のニーズへの対応、省エネルギー化、
地域活性化等、国が優先する事業に対しては
補助率を引き上げている。 
コンバージョン関連の政策・制度 
首都パリでは、オフィスの供給過多による空
きビルの増加、中心部の住宅不足といった背
景から、1994年から1998年まで公共セクタ
ーの主導によりオフィスから住宅へのコン
バージョンが盛んに行われた。コンバージョ
ンを促進させたのは、オフィス建設や用途変
更に関する段階的な規制緩和である。コンバ
ージョンされたオフィスの多くはパリ中心
部にある古い建物で、1000㎡以上の大規模な
ものであった。一方で、雇用や都市活動を維
持する観点から、建物の1階部分を住居へコ
ンバージョンすることは禁止されている。 
 
z ドイツ 
住宅再生関連の政策・制度 
 ドイツにおける住宅再生のための財政上
の支援はKfWプログラムによる利子補助のみ
であり、高齢者・障害者のための住宅改造に
は介護保険制度の中で支援が行われる。一方、
省エネルギー化に対しては積極的な支援を
行っており、エネルギー性能や工事内容に応
じた助成を行っている。東西ドイツの統一に
よる特殊な地域衰退化問題を抱えており、都
市再建プログラムの下、東部ドイツにおいて
は住宅の減築等によって地域再生を図って
いる。 
コンバージョン関連の政策・制度 
 オフィスから住宅へのコンバージョンに
対する特別な支援制度が、フランクフルトで
は2005年、ハンブルグでは2006年に設立さ
れた。ハンブルグでは、工事費の10％補助、
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あるいは検討コストの50％補助を選択し、支
援を受けることができる。一方で、住宅の他
用途へのコンバージョンは一禁止されてに
端を発する。 
 
z デンマーク 
住宅再生関連の政策・制度 
 社会住宅の補修に際しては費用の95％を
建築欠陥基金が負担している。また、限定し
た条件に当てはまる持家と民間賃貸住宅に
対しては、地方議会による助成が行われる。
高齢者・障害者のための住宅改造の支援は福
祉政策の一環として行われ、省エネルギー化
に対する支援は低所得者に対し限定的に行
われる。デンマークでは地域再生と連携して
住宅再生が進められていたが、1998年にそれ
らの支援が分離された。 
コンバージョン関連の政策・制度 
 デンマークでは、18～19世紀の古い倉庫や
産業建物などが数多く残り、様々な形で転用
され使い続けられている。昨今のコペンハー
ゲンでは、法改正により集合住宅の屋根裏の
スペースを住宅としてコンバージョンする
事例が出始めている。 
 
z スウェーデン 
住宅再生関連の政策・制度 
 現在は再生工事に関する直接的な補助は
なく、利子補助が集合住宅にのみ適用される。
高齢者・障害者のために住宅改造に対する補
助は福祉政策の一環として行われる。金額や
回数に制限はなく、適用範囲は広い。一方、
省エネルギー再生に対する支援は乏しく、対
象は暖房設備に限られる。 
コンバージョン関連の政策・制度 
 コンバージョンについては、建築と都市計
画に関する法律の中で、建物の一時的な用途
変更が認められている。 
 
(2)ストック型社会の建設市場と政策・制度
(2) 
 ―米国に関する分析― 
 以下の調査の方法は、現地における事例見
学及び行政担当者や研究者、コンバージョン
を行っている事業者に対するヒアリング調
査、文献調査である。 
① 米国地方都市におけるコンバージョン政
策・制度 

 地方都市の空洞化した中心市街地をコン
バージョンによって再生する可能性を探る
ため、アメリカのカンザスシティを例にとり、
調査を行った。 
 カンザスシティでは、1990年代後半からコ
ンバージョンによる住宅供給が始まり、休息
に広がった。カンザスシティでは、事業者に
対しては歴史的建造物を保存するための国
や州の優遇制度を活用し、建物所有者に対し

ては市が固定資産税控除の優遇制度を設け
ている。これらの支援制度により、地域の歴
史性を保存しつつ空いた建物の再利用を促
し、新規の再開発事業と併せて都市の活力を
取り戻すことに一定の成果を上げている。一
方で、商店や映画館など都市のアメニティが
不足しているという住民の声がある。また、
コンバージョンの事業者としてはできるだ
け早く物件を売却したい意向があることか
ら、カンザスシティにおけるコンバージョン
事業は短期的な投資対象であるといえる。 
 コンバージョンによる住宅供給を都市の
持続的な発展につなげるためには、投資を集
めて住宅開発を促進させる制度に加えて、住
民が定住するような施策が必要である。 
 
② ニューヨークにおけるコンバージョン政
策・制度 

 比較のために、コンバージョンが盛んに行
われているニューヨークを対象として、カン
ザスシティと同様の調査を行った。 
 ニューヨークにある「ソーホー」と呼ばれ
る地区は、世界中に広まったいわゆるロフト
タイプのコンバージョンの発祥の地である。
ソーホー地区では、1960年代においてアーテ
ィストによるロフトから住宅へのコンバー
ジョンが盛んに行われ、当初は違法であった
が、行政の対応によって徐々に合法化されて
いった。その後、法制定により一定水準の改
修を行うコンバージョンのみを認めるよう
になったため、合法コンバージョンを行う主
体が、大規模な工事をする資金を持つデベロ
ッパーになり、ロフトスタイルに魅力を感じ
ている富裕層の存在もあり、コンバージョン
により供給される住宅が高級化していった。 
 一方、ローアーマンハッタン地区では、
1990年代よりオフィスの空室が増えてきて、
オフィスから住宅へのコンバージョンに対
する支援政策を打ち出した。また、1995年か
ら始まった「ローアーマンハッタン経済活性
化計画」では、住宅へのコンバージョンだけ
でなく、オフィスに対する投資の促進にも重
点が置かれていた。これにより、空きオフィ
スのコンバージョンによって住宅が増えた
だけでなく、オフィスの絶対量が少なくなっ
たためにオフィスの家賃が上がり始め、オフ
ィスの改修も進んだ。その結果、ローアーマ
ンハッタンはオフィス街としての地位を維
持することに成功した。 
このように複数の政策手段を組み合わせ
てコンバージョンにより地域を活性化させ
ていた。 
 
③ ニューヨークにおけるストック維持管理
関連制度 

 ニューヨーク市における集合住宅の維持
管理体制を把握するため、中高層集合住宅と



 

 

高層集合住宅について維持管理に関する法
律や制度を整理した。 
z 中高層集合住宅 
 ニューヨーク市のウェブサイトや関連書
籍による維持管理体系の基礎的調査、ニュー
ヨーク市役所と維持管理関連協会等に対す
るヒアリング調査を行った。ニューヨーク市
はLocal Law等によって、中高層住宅を含む
建築物の外観、エレベーター及びエスカレー
ター、ボイラー、配管等の安全検査の義務及
び罰則を定めていることが明らかになった。 
z 高層集合住宅 
 ニューヨーク市の維持保全に関する法令
では、高層集合住宅の修繕に関しては、
Building Code、Rules of the City of New York、
NYS Labor Law、Local Lawに定められており、
行政、民間、技術者の協力関係の下に高層集
合住宅を含む建築物のメンテナンスが行わ
れていた。 
 
(3)ストック利用による都市空間再生のため
の要素政策手法 
① ストック利用による都市空間再生のた

めの政策の分類 
 政策の分析にあたり、「住宅再生」と「コ
ンバージョン」に対する政策の２つに分けて
政策を以下のように分類した。 
 
 
z 住宅再生に対する政策手段の分類 

強制的制
御 

住宅に関わる問題に公
共が強制命令等を用い
る 

直接
的政
策 誘導的制

御 

広報や補助金等を用い
て所有者が再生を行う
動機を与える 

間接
的政
策 

所有者制
御 

公共の資源を投入せず、
所有者のイニシアチブ
を支援する 

 
z コンバージョンに対する政策手段の分類 

権力的な手
段 

建築基準法等の法律の遵守を
義務づける。逆に、規制緩和に
よって、コンバージョンを促す
場合もある。 

経済的誘因
の提供 

コンバージョンを行う事業者
を対象とした補助金や税制優
遇措置、入居者に対する家賃補
助など。 

情報の提供 

事例集の公表によって、社会的
認知度を高める。建築ストック
に関する情報を収集・公開する
など。 

直接サービ
スの供給 

既存の建物をコンバージョン
することで、公共施設の整備な
どを行う。 

② 要素政策カード 

 EUおよびアメリカの事例に関する分析結
果をもとに、ストック利用による都市空間再
生のための要素政策手法を抽出し、都市問題
とそれを解決に導く政策手法との関係を示
した「要素政策カード」を作成した。以下で
は、コンバージョンに対する要素政策カード
の例を紹介する。 
 
政策手段：権力的な手段 
A）新用途の創設 
・背景：アーティストが違法にコンバージョ
ンして住んでおり、居住権を主張していた。 
・目的：商業的活動の維持と建物の質の向上 
・手段：一部のアーティストに対して居住・
製作の場としての用途を新設し、一定の安全
基準を満たす改修を条件として合法的にコ
ンバージョンできるようにした。 
・結果：建物の質は向上していったが、開発
にコストがかかるために高額な家賃設定と
なり、結果として富裕層が入居するようにな
り地域が高級化していった。 
・課題：地域の高級化への対応。 
・参考都市：ニューヨーク 
 
B）ゾーニングの変更 
・背景：コンバージョンによって衰退化した
地域が活性化しつつあり、その影響が周辺地
域に波及し始めていた。 
・目的：コンバージョンによる住宅供給と地
域の雇用・コミュニティとのバランスをとる。 
・手段：ゾーニングを変更し、当該地域にお
ける住宅開発が許可された。 
・結果：コンバージョン活動が広がった。 
・課題：建物の質を維持・向上のするための
政策との組み合わせ。 
・参考都市：ニューヨーク 
 
政策手段：経済的誘因の提供 
C）免税措置 
・背景：中心市街地が衰退し、歴史的な建物
の多くが空いていた。 
・目的：歴史的な建物を有効活用することで、
建物の荒廃を防ぐと共に住宅を供給する。 
・手段：一定の基準を満たす歴史的な建物を
改修する事業の事業費に対して免税を行う。
ただし、5年以内に建物を売却した場合には
免税が減額される。 
・結果：短期間のうちにコンバージョン事業
が数多く行われた。 
・課題：住民の定住を促すための政策との組
み合わせ。 
・参考都市：カンザスシティ 
 
D）補助金の交付 
・背景：都心部における空きオフィスの増加
と治安の悪化、郊外からの通勤による交通渋
滞という問題があった。 



 

 

・目的：オフィスを住宅へとコンバージョン
することで、上記の問題を解決するだけでな
く、より広い住宅を供給することを意図した。 
・手段：コンバージョン工事費の10％補助、
あるいは検討コストの50％補助のどちらか
を選択。 
・結果：多くの申請があり、建設関連市場を
刺激した。 
・参考都市：ハンブルグ 
 
(4)日本の地方自治体における取組みの実態 
① 地方自治体におけるコンバージョン関

連政策と市場把握の実態 
 日本全国の自治体を対象にアンケート調
査を行い、自治体による建築ストックの活用
に関する市場把握の実態を明らかにした。 
z 地方自治体におけるコンバージョン関

連政策 
 自治体のコンバージョンに関する問題意
識を明らかにするため、都市再生や既存スト
ックの活用が注目され始めた1990年代後半
以降の施策を対象とし、コンバージョン事業
を主たる対象としたに支援制度と政策、関連
する取り組みを整理した。なお、調査は主に
資料収集により行い、必要に応じてヒアリン
グ調査を行った。 
 
z 自治体に対するヒアリング調査 
 地方都市におけるコンバージョンの展開
にあたり、予想される問題点を整理するため、
ケーススタディとしてヒアリング調査を行
った。対象としたのは、自治体によるコンバ
ージョンに対する取組みがある都市、オフィ
スの空室率が高い都市である。 
 これにより、空き建築ストックに対する自
治体の問題意識は高いものの、モデルとなる
事例がないため、自治体によるコンバージョ
ン支援策が検討されにくいことが明らかに
なった。また、商業機能より住機能の充実を
目標として検討が行われていること、空きビ
ルが取り壊され、コインパーキング等として
利用される例が多いことも明らかになった。 
 
z 自治体に対するアンケート調査 
ヒアリング調査の結果を元に、全国の市及
び特別区、合わせて802の自治体を対象とし
てアンケート調査を行った。その結果、既存
建築ストックの有効活用の実態について、自
治体の人口規模やストック活用支援制度の
有無、中心市街地の人口の増減による傾向の
違いを把握することができた。また、自治体
による支援制度は、空き店舗対策が主である
ことや、民間事業よりも公共主導の空き建物
対策に活用されている現状（図2、3）等が明
らかになった。 
 
 

 
 
 
 
 
 

図2：公共主導のコンバージョン事例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図3：民間主導のコンバージョン事例 
 
② コンバージョン関連政策ケーススタディ 
z 大規模小売店舗のコンバージョン 
 地方都市の主に中心市街地に立地する大
規模小売店舗を公共施設へとコンバージョ
ンした事例を調査し、その事業内容を比較分
析して特徴を把握した。地域経済に対する影
響が大きいと考えられる売場面積1,000㎡以
上の閉鎖した大規模小売店舗を対象とし、コ
ンバージョンが行なわれた23事例を選定し
た。それらに対し、資料請求と市役所担当者
に対する電話によるヒアリングを行った。 
 施設の主要用途は福祉・共用・市民活動支
援といった例が多く、市町村の合併も影響し
ていることが明らかになった。所有形態は、
土地・建物全体を自治体が取得している場合
が多い。改修内容については、コストを抑え
た改修が多いことが明らかになった。 
 さらに、事業主体と自治体の取り組みが特
徴的で、かつコンバージョンによって周辺地
域に対して良い効果を及ぼしていると思わ
れた長岡市・上越市・長野市の3事例に関し
ては、別途現地調査、市役所、運営担当者に
対して、事業内容などについて詳細にヒアリ
ング調査を行った。 
 
z 廃校のコンバージョン 
 昨今の少子化と新たな行政サービスに対
する需要の高まりを受け、廃校の転用に関す
る段階的な規制緩和が行われてきた。 
 東京都にある公立学校で統廃合により廃
校となった校舎をコンバージョンした23事
例を調査し、その特徴を把握した。事業内容
を比較分析した結果、転用後の用途は、創業
支援オフィス、地域のためのコミュニティ施
設等といった用途が多かった。また、例えば
取り壊しを前提としたような、暫定的な利用
計画が多かった。補助金を受けた事例は少な
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く、費用を最小限に抑えるため必要最低限の
工事のみでコンバージョンしていた。 
 その上で、特徴的な事例について、区役所
の担当者に対するヒアリング調査と現地調
査を行い、事業内容を詳細に把握した。 
 
z コンバージョン事業における公共セク

ターの役割 
以上の公共セクター主導によるコンバー
ジョン事業の分析結果を元に、関連する制
度・政策の課題と、コンバージョンが周辺地
域に与える影響について考察した。 
公共セクター主導によるコンバージョン
の事業の課題 
 行政手続きが廃校のコンバージョンの障
害となっていたこと、規制緩和によってコン
バージョンが広く行われるようになったこ
とから、行政手続きの簡素化がコンバージョ
ンの促進に有効であることが明らかになっ
た。一方、建物の利用期限の根拠の一つであ
る減価償却の法定耐用年数は、実情を反映し
た期間であるかどうかについて検討の余地
があると考えられる。 
地域の運営計画との関係 
 公共セクター主導のコンバージョン事業
では特に周辺地域の運営計画との関係が重
要になることが考えられる。また、コンバー
ジョンは、施設再開までの期間が短く来訪者
の減少を抑えることができるため、長い時間
をかけて築かれた場所の価値を維持するこ
とに有効である。広い店舗を生かし、必要に
応じて利用範囲を広げ、地域の潜在需要を段
階的に顕在化させる手法を用いている事例
もあった。 
暫定的利用の可能性 
 利用期限を決めた暫定的なコンバージョ
ンを行った事例では、少ない投資で短期間の
内に新たな行政サービスを提供していた。ま
た、利用期間を地域の再開発計画の検討にあ
てられるため、暫定利用を通じて顕在化した
需要を再開発の計画に反映することも可能
である。建物の暫定的利用としてのコンバー
ジョンは効果的な行政サービスの実現に有
効な手法だと考えられる。 
 
(5) 都市空間再生のためのコンバージョン
例の提示 

 新しいライフスタイルを支援するインフ
ィル産業を考えるにあたり、「子育て対応イ
ンフィル」を例としてインフィル開発を行っ
た。空きビル全体のコンバージョン・モデル
設計を展開し、住戸等空間単位の改造設計を
行った。ここでの設計は、リユース可能なイ
ンフィル構成のコンセプトを適用したもの
で、個々の部品の詳細設計も含まれている。
上記のインフィル設計に基づき、その施工性、
解体・再組立て容易性、居住性等に関する効

果検証を行い、それらを「子育て支援インフ
ィル設計図書」としてとりまとめた。 
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